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　(3) 市部と町村部の性質別歳出の状況

      市部と町村部の性質別歳出の状況は、第32表のとおりである。

      義務的経費の占める割合は、市部49.6％（前年度49.5％）、町村部34.1％（前年度35.5％）であり、投資的

経費は、市部10.1％（前年度11.0％）、町村部16.6％（前年度14.3％）となっている。

      市部において義務的経費が町村部よりも高くなっているのは、生活保護に要する経費や児童扶養手当等が扶

  　助費に含まれていること等による。

      また、歳出合計を人口１人当たりでみると、市部は585,613円、町村部は876,382円となり、町村部が290,709円

　  高くなっている。

第32表　市部・町村部の性質別歳出決算額の状況

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 市部 町村部 市部 町村部

60,167,257 11.1 28,443,954 12.3 9.8 6.0 65,199 108,176

154,831,853 28.7 30,273,781 13.1 △1.6 △1.1 167,781 115,135

52,819,098 9.8 19,937,993 8.7 3.5 △1.3 57,236 75,827

267,818,208 49.6 78,655,728 34.1 1.8 1.3 290,216 299,138

54,287,917 10.0 36,845,333 16.0 △2.2 27.9 58,828 140,128

補 助 事 業 費 22,836,780 4.2 15,332,376 6.7 △25.9 38.6 24,747 58,311

単 独 事 業 費 31,451,137 5.8 21,512,957 9.3 27.5 21.2 34,081 81,817

413,965 0.1 1,453,580 0.6 △85.7 △39.9 448 5,529

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

54,701,882 10.1 38,298,913 16.6 △6.4 22.7 59,276 145,657

67,367,763 12.5 35,110,568 15.2 3.9 7.3 73,002 133,530

18,714,024 3.5 5,669,092 2.5 84.4 34.8 20,279 21,560

72,013,622 13.2 41,749,752 18.2 △2.7 8.3 78,036 158,780

9,050,198 1.7 12,987,939 5.6 △13.3 7.3 9,807 49,395

8,051,770 1.5 1,777,673 0.8 △9.9 39.4 8,725 6,761

42,700,834 7.9 16,171,201 7.0 1.6 △24.0 46,272 61,501

0 0.0 0 0.0 - - 0 0

217,898,211 40.3 113,466,225 49.3 3.6 3.0 236,121 431,527

540,418,301 100.0 230,420,866 100.0 1.6 5.2 585,613 876,322

※　人口は令和７年１月１日現在の住民基本台帳人口である。市部922,825人、町村部262,941人

※　補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を含む。

※　単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。
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Ⅵ　積立金の状況

　　積立金現在高は、第33表のとおりである。

　　令和6年度末における積立金現在高は1,985億5,407万円で、除排雪経費の増加に対応するための取崩等により、

　基金全体で前年度に比べ83億4,311万円、4.0％減少している。   　

積立金現在高を目的別にみると、財政調整基金は708億9,902万円で前年度に比べ42億614万円、5.6％減少、

  減債基金は294億1,406万円で10億6,195万円、3.5％減少、その他特定目的基金は982億4,099万円で30億7,502

　万円、3.0％減少となっている。

第33表　積立金現在高の推移（年度末現在高）

（単位：千円）

区　　　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

財 政 調 整 基 金 60,975,802 72,153,493 74,359,589 75,105,159 70,899,019

減 債 基 金 25,841,211 28,714,672 29,626,225 30,476,005 29,414,056

そ の 他 特 定
目 的 基 金

89,133,339 98,012,154 101,158,861 101,316,011 98,240,990

合 計 175,950,352 198,880,319 205,144,675 206,897,175 198,554,065

　※　前年度数値について修正があった場合は、修正後の数値を記載している。

Ⅶ　地方債の状況　

　　地方債現在高は、第34表のとおりである。

　　令和6年度末における地方債現在高は6,870億769万円で、前年度に比べ170億7,941万円、2.4％減少している。

  地方債現在高を目的別にみると、一般単独事業債が最も大きな割合（31.3％）を占め、以下、臨時財政対策債

  （27.8％）、過疎対策事業債（14.1％）、教育・福祉施設等整備事業債（8.9％）、公共事業等債（5.3％）の順

  となっている。

第34表　地方債現在高の推移（年度末現在高）

（単位：千円）

区　　　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

市 計 547,684,091 542,566,911 533,435,670 518,287,018 499,738,277

町 村 計 198,070,086 193,179,296 187,339,710 185,800,082 187,269,411

市 町 村 計 745,754,177 735,746,207 720,775,380 704,087,100 687,007,688

　※　前年度数値について修正があった場合は、修正後の数値を記載している。


